
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

衛星画像判別能力研修

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

一般財団法人リモート・セン
シング技術センター

一般競争入札

3,520,000 3,484,800

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都港区虎ノ門3-17-
1TOKYUREIT虎ノ門ビル3階

8010405009768

カメラほか７品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

株式会社エディオン 一般競争入札

3,648,700 3,350,941

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

愛知県名古屋市中村区名駅南
2-4-22

3240001041231

両袖デスクほか５品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

有限会社サンブリッジ 一般競争入札

6,593,400 6,110,500

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都港区新橋5-29-8 2011702014598

モニタースタンドほか９品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

有限会社サンブリッジ 一般競争入札

6,362,400 6,124,140

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都港区新橋5-29-8 2011702014598

空気清浄機ほか２品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

株式会社Ｏｎｅ’sＷｉｌｌ 一般競争入札

2,417,800 1,761,701

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都新宿区新宿5-2-3　MRC
ビル３F

9030001063217

令和6年1月16日 91.83%

92.67%令和6年1月30日

令和6年1月30日 96.25%

72.86%

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所
属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称

及び住所
法人番号

一般競争入札・指名競
争入札の別（総合評価

の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

備考

令和6年1月11日 99.00% 単価契約

令和6年1月30日

　　　　　　　※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
　　　　　　　（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所
属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は名称

及び住所
法人番号

一般競争入札・指名競
争入札の別（総合評価

の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

備考

地図等の目録データの作成及び整理
作業

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

株式会社図書館流通センター 一般競争入札

1,980,000 1,980,000

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都文京区大塚3-1-1 3010001005556

パーソナルコンピューター（ノート
型）ほか４品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

株式会社ヤマダデンキ東京法
人営業所

一般競争入札

7,724,200 7,661,368

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都中央区八重洲1-5-22 2070001036729

平机ほか３品目

支出負担行為担当官
防衛研究所企画部総務課会計室長
近間　信哉

有限会社サンブリッジ 一般競争入札

7,438,640 7,364,830

1件

東京都新宿区市谷本村町
５－１

東京都港区新橋5-29-8 2011702014598

令和6年1月31日

令和6年1月31日 100.00%

99.18%

単価契約

令和6年1月31日 99.00%

　　　　　　　※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。
　　　　　　　（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


